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認知症医療における医科歯科連携の現在地点：ECCOプロジェクト
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抄　録
　超高齢社会の日本において，認知症は既に歯科医療従事者にとって身近な疾患の一つとなった．認知症に
関する国家戦略である認知症施策推進大綱においても，歯科医師は認知症の早期発見・早期対応の一端を担
うことを期待されており，認知症対応力の向上や口腔機能の管理，かかりつけ医との連携が求められている．
ECCOプロジェクトが認知症専門医と歯科医師を対象として実施した意識調査では，認知症専門医，歯科医師
ともに医科歯科連携の重要性を強く認識しており，両者の有機的連携の素地は十分にあることが示された．一
方で，臨床の現場で実際に医科歯科連携が行われている場面はいまだに少ないことも報告された．また，認知
症施策推進大綱の重要業績評価指標の一つである歯科医師認知症対応力向上研修の受講者数は 2025 年の目標
値の 54.6% であり，他の医療職種と比べて低い値となっている．認知症者を日常生活圏域で支える社会の実
現を目指すため，歯科医療従事者は今後より一層認知症に関する知識を深め，関連職種との連携強化を図る必
要がある．歯科医師認知症対応力向上研修への参加や自身の地域の認知症ケアパスの把握に止まらず，多職種
連携研修会や認知症疾患医療センターの主催する研修会へ参加し，市町村単位で顔の見える関係を構築すると
いった端緒を開くための積極的な取り組みが必要であると考えられる．
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ABSTRACT
Dementia is a common concern among dental professionals in Japan’s super-aged society. The National Guidelines 
for the Promotion of Dementia Policies, expect dentists to play a role in early detection and response to dementia. 
The strategy involves enhancing their ability to cope with dementia, manage oral function, and collaborate with 
primary-care physicians. A survey conducted under the ECCO project, that targeted dementia specialists and dentists, 
revealed a strong recognition of the importance of medical–dental collaboration among both groups, indicating a 
solid foundation for their cooperation. However, instances of medical–dental collaboration in the care of people 
with dementia are rare in clinical settings. Moreover, dentists’ participation rate in training in dementia response, a 
key performance indicator in the National Guidelines for the Promotion of Dementia Policies, is 54.6% of the target 
for 2025, which is low compared to that of other medical professions. To support people with dementia in their 
everyday lives, dental professionals need to deepen their knowledge of dementia and strengthen interprofessional 
collaboration. Dentists should not only to participate in dementia-response training to understand the dementia-
care pathway in their own region but should also actively work to establish face-to-face relationships with other 
professionals by participating in workshops for interprofessional cooperation and workshops organized by the 
Medical Center for Dementia.
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Ⅰ．はじめに

　認知症高齢者の推定有病者は2025年で675万人に
なると報告されている 1）．これは高齢者の約 5人に 1
人が認知症になるという推計である．超高齢社会の日
本において，認知症は既に歯科医療従事者にとっても
身近な疾患の一つとなっている．増加する認知症者と
その家族への支援体制の構築が求められるなか，認知
症に関する国家戦略として認知症施策推進大綱が取り
まとめられた 2）．認知症施策推進大綱において，歯科
医師は認知症の早期発見・早期対応の一端を担ってお

り，認知症対応力の向上や口腔機能の管理，かかりつ
け医との連携が求められている．また，日本歯科医師
会より発刊された 2040 年を見据えた歯科ビジョンに
おいても地域医療の拡充のため医科歯科連携の強化・
推進が重要課題として取り上げられている 3）．本稿で
は，認知症者を対象とした医科歯科連携の現状と課題
を Exploratory research project on the Correlation 
between Cognitive and Oral function (ECCO) プロ
ジェクトの活動成果を踏まえて明らかにするととも
に，歯科医療従事者が取り組むべき医科歯科連携につ
いて改めて整理したい．
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Ⅱ．認知症者の口腔内環境

　認知症者は，発症の初期段階から最近のことを忘れ
てしまう近時記憶障害や段取りや計画立案が難しくな
る実行機能障害が出現する 4）．また，物の位置関係を
認識する視空間認知能力や手指の巧緻性も低下するこ
とから，認知症の初期からセルフケアによる口腔衛生
状態の維持が困難となる 5, 6）．さらに，認知症の進行
とともに不安や興奮，攻撃性といった周辺症状が出現
することで，家族や介護者による口腔ケアも困難とな
る．そのような認知症者は，口腔の問題について自分
自身で適切に訴えられない場合があり，重度の齲蝕や
歯周病，口内炎といった歯科的問題を抱えている割
合が高いことが報告されている 5, 7, 8）．認知症の進行に
伴って認知機能障害から身体機能の低下へとさまざま
な課題を抱えていく認知症者は，軽度認知障害の段階
から人生の最終段階に至るまで，認知症の容態に応じ
た継続的な口腔健康管理が必要となる．

Ⅲ．認知症者に歯科は関われているのか

　認知症者は潜在的に歯科ニーズを抱えている者の割
合が高い 5, 7, 8）．一方で，調査年度が異なるため単純比

較はできないが，認知症の有病者率が大きく増加す
る 75 歳以上では 9），歯科診療所の受療者数が減少す
る傾向にあり 10），認知症の発症リスクと歯科受診率
の間に乖離が生じている．また，チューリッヒ大学の
調査研究では，認知症の重症化に伴い歯科訪問診療も
含めて歯科サービスの利用率が低下することが報告さ
れている 5）．認知症者とその家族を対象とし，平野ら
が実施したアンケート調査では，認知症発症前にかか
りつけ歯科医院があった者は 56.2% と報告されてい
る 11）．日本歯科医師会が実施したアンケート調査で
は，60 代でかかりつけ歯科医院をもつ者は 84.3%，
70 代では 89.1% と報告されている 12）．このことか
ら，認知症者は健常高齢者に比べてかかりつけ歯科医
院をもつ者の割合が低く，認知症の診断がつく以前か
ら歯科通院が途切れている可能性があると考えられ
る．さらに，平野らの報告ではかかりつけ歯科医院を
もたない認知症者の 48.2% が認知症発症後，一度も
歯科受診をしていないと回答しており，長く歯科受診
をしていなかった者の多くは認知症発症後も歯科医療
と関われていないことが明らかとなっている．また，
認知症発症後に歯科受診をしたケースでも，認知症を
理由に受診を断られたことがあるという回答が 7.4%
あり，歯科医療機関側の認知症者の受け入れ態勢につ
いても課題が浮き彫りとなっている．

いつまでも元気に暮らすために･･･
生活支援・介護予防

住まい
■在宅系サービス：
・訪問介護・訪問看護・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋
　訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所

病気になったら･･･
医　療

介護が必要になったら･･･
介　護

■介護予防サービス

「地域包括ケアシステムの整備」

　医療、介護、住まい、予防、生
活支援サービスが身近な地域で
包括的に確保される体制を構築

病院：
　急性期、回復期、慢性期
病院：
　急性期、回復期、慢性期

図 1	地域包括ケアシステム
　高齢者を日常生活圏域（具体的には中学校区）で支えるため，地域包括支援センターには高齢者の
情報が集約される．
出典：平成 28年版厚生労働白書 149 page
[cited 2024 January 5] Available from: https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/16/dl/all.pdf
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Ⅳ．認知症ケアパスを活用した医科歯科連携

　認知症者の口に関する困りごとが生じた場合，本
人またはその家族が相談する相手としては，歯科医
師・歯科衛生士のほかに，介護施設職員やケアマネー
ジャー（介護支援専門員）・ソーシャルワーカー（生
活相談員），医師・病院職員などが選ばれている 11）．
認知症者の口腔の困りごとについては，歯科医療従事
者以外の職種が相談を受ける機会も多いことから，歯
科医師・歯科衛生士が地域包括ケアシステム（図 1）
へ加わり医療連携をすることの意義は大きい．地域包
括ケアシステムとは高齢者の地域での生活を支える仕
組みであり，対象者に関わる医療者や介護者，ケアマ
ネージャーなどが連携し，必要なサービスを日常生活
圏域（おおむね 30 分以内）で包括的に提供するネッ
トワークの構築を目指している 13）．地域包括ケアシ
ステムの中核は，高齢者のための総合相談窓口である
地域包括支援センターが担っており，2022 年 4月末
現在，支部を含めて全国で 7,409 か所に設置されて
いる．特に認知症者への支援に関しては認知症施策推
進総合戦略（新オレンジプラン）にのっとって各市町
村で認知症ケアパス（図 2）が作成されており，認知
症の容態に応じたサービス提供の流れが自治体ごとに

まとめられている 14）．認知症ケアパスにおいても相
談窓口や関連機関との連携の中心は地域包括支援セン
ターが担っている．
　現状，歯科医療機関のかかりつけ患者に認知機能低
下の予兆が認められた際の紹介先としては，主に患者
のかかりつけ医が選択されている 11）．しかしながら，
患者のかかりつけ医が認知症の主治医ではない場合も
あり，適切な医科歯科連携が行えていない可能性も否
定できない．かかりつけ患者に認知機能低下の疑いや
気づきが生じた場合の問い合わせ先の一つとして，地
域の高齢者の情報が集約される地域包括支援センター
を活用することで，認知症の主治医との医科歯科連携
が円滑となるだけではなく，担当ケアマネージャーと
の連携も可能となり，市町村レベルでの地域医療連携
に歯科医師・歯科衛生士が参画する契機となり得ると
考えられる．

Ⅴ．医科歯科連携についての意識調査

　認知症専門医と歯科医師をそれぞれ対象とし
ECCOプロジェクトが実施した医科歯科連携に関す
る意識調査の結果を図 3に示す 15, 16）．Q3-1 医科歯科
連携の必要性に関する質問では，その必要性が「大い
にある」または「少し思う」と回答した者の割合が，

認知症疾患医療センター

本人

気づき・
疑い

認知症初期集中
支援チーム

かかりつけ医

地域包括支援センター
等

相談

相談

診断
紹
介

訪
問

症状
悪化
の場合

ケアマネジャー

認知症疾患医療センター、
精神科医療機関等

デイサービス等の
居宅サービス

ショートステイ等を
利用したサービス

老健施設、特養
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等

認知症の人やその家族が「いつ」「どこで」「どのような」医療や介護サービスが受けられるのか、
認知症の様態に応じたサービス提供の流れを地域ごとにまとめた「認知症ケアパス」を各市町村で作成しています。

認認知知症症ケケアアパパススととはは「「認認知知症症のの人人のの状状態態にに応応じじたた適適切切ななササーービビスス提提供供のの流流れれ」」ををままととめめたたももののでですす。。

日常診療

チームオレンジによる支援

認知症カフェ

お住まいの市町村の「認知症ケアパス」については、
高齢者福祉担当部局、地域包括支援センター等にお問い合わせください。

認
知
症
ケ
ア
パ
ス
の
イ
メ
ー
ジ
図
（
一
例
）

自宅

家族

日常診療

図 2	認知症ケアパス
　認知症ケアパスは自治体ごとに作成されており，2019 年度現在で作成率は 85.5%（1,488 市町村）
となっている．
出典：厚生労働省 認知症施策Webページ
[cited 2024 January 5] Available from: https://www.mhlw.go.jp/content/000686391.pdf
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認知症専門医で 91.6%，歯科医師で 93.0% となり，
認知症専門医，歯科医師ともに連携の必要性を強く意
識していることが明らかとなった．一方で，Q3-4 認
知患者の生活支援に関して医科または歯科の主治医に
情報を求めたことがあるか，という質問では「全くな
い」または「ほとんどない」という回答の割合が認知
症専門医で 77.6%，歯科医師で 79.0% であった．こ
の結果は，認知症者の生活支援を行う場において医科
歯科連携が積極的にとられていないことを示してい
る．また，Q3-2 医科または歯科の主治医から歯科口
腔内の問題や歯科治療上の留意点等の情報を求めら
れたことがあるか，という質問では「全くない」ま
たは「ほとんどない」という回答が，認知症専門医
で 44.1%，歯科医師で 83.4% であった．認知症専門
医は歯科医師から情報を求められた経験が多いことが
示されたが，Q3-2-1 に示した主に求められた情報は，
抗血小板薬，抗凝固薬内服中の歯科治療上の注意事
項，観血処置時および術前術後の留意点，認知症患者
への歯科治療上の注意事項となっており，認知症の種
類や程度，認知症に関する服薬内容などよりも観血処
置に関する問い合わせが多いという結果であった．こ
の結果は，歯科医師側から医師側への照会状を活用す
ることで，認知症者に関する医科歯科連携を推進する
余地があることを示している．認知機能低下が疑われ
る患者のかかりつけ医に観血処置に関する問い合わせ

を行う際，現在の認知機能についても照会することで
患者の認知機能の状態または認知症の主治医について
の情報を得られる可能性がある．また，照会状に口腔
内環境に関する情報を併記することで，かかりつけ医
と歯科的問題点について情報共有を図ることも可能と
なる．

Ⅵ．おわりに

　ECCOプロジェクトが実施した認知症専門医と歯
科医師への意識調査によって，認知症専門医，歯科
医師ともに医科歯科連携の重要性を強く認識してお
り，両者の有機的連携の素地は十分にあることが示さ
れた．しかしながら，これまでの報告をまとめると実
際に医科歯科連携が行われている場面は少ないことも
明らかとなった．認知症者が住み慣れた地域で日常生
活を過ごせる社会の実現を目指して開始された地域包
括ケアシステムや認知症施策推進総合戦略（新オレン
ジプラン），認知症施策推進大綱は，そのどれもが団
塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を一つの区切り
としている．それらの政策の中で歯科医療従事者に求
められている役割と現時点での医科歯科連携の状況を
踏まえると，認知症医療における医科歯科連携の取り
組みは，政策が求めるロードマップの道半ばであるこ
とがわかる．また，認知症施策推進大綱の重要業績評

図 3	 ECCOプロジェクトによる医科歯科連携に関する意識調査の結果
　出典：参考文献 15，16
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価指標の一つである認知症対応力向上研修において，
歯科医師の受講者数は 2022 年 6月末現在で目標値の
54.6% となっている 17）．同じく認知症対応力向上研
修の対象である他の医療職種と比較すると，かかりつ
け医が 80.3%，薬剤師が 70.9%，病院勤務の看護師
等が 64.7% となっており，歯科医師は対象職種の中
で最も低い達成率である．認知症者を日常生活圏域で
支える社会の実現を目指すため，歯科医療従事者は今
後より一層認知症に関する知識を深め，関連職種との
連携強化を図る必要がある．歯科医師認知症対応力向
上研修への参加や自身の地域の認知症ケアパスの把握
に止まらず，多職種連携研修会や認知症疾患医療セン
ターの主催する研修会へ参加し，市町村単位で顔の見
える関係を構築するといった端緒を開くための積極的
な取り組みが必要であると考えられる．
　利益相反：
　本稿に関連して開示すべき利益相反はない .
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